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(57) Abstract: The purpose o f the invention i s t o provide a very safe lubricating oil additive, substantially ：free of metal elements or
the like and possessing a friction and wear reducing effect as well as an extreme pressure performance equivalent to existing extreme
pressure agents containing metal elements in lubrication uses. T o achieve this purpose, the invention provides a ：friction and wear r e
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(BF, BJ, CF, CG, CI, CM, GA, GN, GQ, GW, ML, MR, 添付公開書類：
NE, SN, TD, TG). 一 国際調査報告 （条約第 2 1 条(3 ) )

潤 滑の用途 において、金属元素 を含有す る既存 の極圧剤 と同等 の極圧性能 を持 ち、更 に摩擦摩耗低減
効 果 を持 つ本 質 的 に金 属 元素 等 を含 まな い安 全性 の高 い潤 滑 油用 の添加 剤 を提供 す る ことを 目的 とす
る。 上記 目的 を達 成す るた め 、本願 発 明 は、下記 の 一般 式 （1 ) で 表 され るアルキ ル ァ ク リレー ト
( a ) 及 び下記 の一般式 （2 ) で表 され る ヒ ドロキ シアルキル ァ ク リレー ト （b ) を必須の構 成単量体

と し、 （a ) と （b ) の構 成比 が （a ) / ( b ) = 5 0 ノ 5 0 〜 9 0 Z 1 0 (モ ル比） で あ り、重量 平
均分子量が 2 0 0 0 4 0 0 0 0 未 満で ある共重合体 （A ) か らな る ことを特徴 とす る潤滑油用摩擦 摩
耗低減剤 を提供 す る。 （1 ) (式 中、 R 1は炭素 数 1 0 ~ 1 8 の アルキル基 を表 す。） （2 ) (式
中、 R 2は炭素数 2 ~ 4 の アルキ レン基 を表す。）



明 細 書

発明の名称 ：

潤滑油用摩擦摩耗低減剤及びそれを含有する潤滑油組成物

技術分野

[0001 ] 本発明は、極圧性能及び摩擦低減効果を併せ持つ潤滑油用の添加剤に関す

る。更に詳 しくは、金属元素や、 リン、硫黄等の元素を含有する既存の極圧

剤と同等の性能を持ち、金属元素や、 リン、硫黄等の元素を本質的に含有せ

ず、更に摩擦摩耗低減効果を併せ持つ潤滑油用の添加剤に関する。

背景技術
[0002] 潤滑剤の用途には、金属加工油、エンジン油、駆動系油、作動油等の様々

な用途があるが、近年、機械類の高性能化や大型化、省燃費性追及による潤

滑油の低粘度化等が進んでいる。これらの影響で潤滑が必要な接触面には今

まで以上に高い圧力がかかる場合が増え、その弊害として接触面で摩耗が発

生する問題も増加 している。こうした摩耗を防止するために極圧剤を使用す

ることが一般的である （例えば、特許文献 1 ~ 3 を参照）。

[0003] 特許文献 1 には、潤滑油用の極圧剤として、スルフイド類、スルフォキサ

イ ド類、スルフォン類、チ才ホスフイネ一 卜類、チ才力一ボネ一 卜類、ジチ

才力一バイ ト類、アルキルチ才力ルバニイル類、油脂、硫化油脂、硫化才レ

フィン、 リン酸エステル、亜リン酸エステル、 リン酸エステルアミン塩、亜

リン酸エステルアミン塩、塩素化炭化水素、塩素化油脂、ジチ才リン酸亜鉛

、チ才力ルバミン酸塩等が記載されている。

[0004] 特許文献 2 には、潤滑油の極圧剤として、ナフテン酸鉛、硫化脂肪酸エス

テル、硫化スパ一厶油、硫化テルペン、ジベンジルダイサルファイ ド、塩素

化パラフィン、クロロナフサザンテ一 卜、 卜リクレジルホスフエ一 卜、 トリ

プチルホスフエ一 卜、 卜リクレジルホスファイ ト、 n —プチルジー n —才ク

チルホスフィネー 卜、ジ— n - プチルジへキシルホスホネ一 卜、ジ— n - プ

チルフエニルホスホネー ト、ジプチルホスホロアミデ一 卜、アミンジプチル



ホスフエ一卜等が記載されている。

[0005] 特許文献 3 には、潤滑油の極圧剤として、硫化油脂、才レフィンポリスル

フイド、ジベンジルスルフイド、モノ才クチルフォスフエ一 卜、 トリプチル

フォスフエ一 卜、 卜リフエニルフォスファイ ト、 トリプチルフォスファイ ト

、チ才リン酸エステル、チ才リン酸金属塩、チ才力ルバミン酸金属塩、酸性

リン酸エステル金属塩等が記載されている。

[0006] しかしながらこうした既知の極圧剤は、上記の通りそのほとんどが硫黄、

リン、鉛、亜鉛、塩素等の元素を含有している。これらの元素は極圧剤とし

て重要な役割を果たすが、その一方で潤滑面に対する腐食の原因になる場合

や、人体の健康等に悪影響を与える場合、あるいは潤滑油の廃棄において環

境に悪影響を与える場合がある。近年の環境問題や人体に対する安全性の意

識の向上から、こうした元素を含有する化合物の使用は敬遠され、炭素、水

素および酸素の3 つの元素からなる化合物で効果を出したいという要望が強

し、。一方、油脂 （特許文献 1 を参照）や脂肪酸エステル等の金属元素等を含

有しない化合物にも極圧剤としての性能があることが知られているが、これ

らの化合物の極圧剤としての性能は低く、厳しい条件下においては使用でき

ない。こうしたことから、既存の金属元素等を含有する極圧剤と同等の性能

を持ち、且つ上記の金属元素等を含まない安全性の高い極圧剤が望まれてい

た。

[0007] こうしたことから本願出願人は、平成 2 2 年 8 月 1 7 曰に金属元素を含ま

ない極圧剤の発明を特許出願した （特許文献4 ) 。この発明に係る極圧剤は

安全性が高く、高荷重の環境下において高い極圧性能を有するものであり、

金属加工油やギヤ油等の高荷重で使用される用途に好適に用いることができ

る。しかしながらェンジン油や軸受け油等のそれほど荷重がかからない用途

では、高荷重に耐えられる極圧性能より低荷重で長時間耐えられる極圧性能

が必要であり、更に摩擦低減効果を有することが望ましい。特許文献4 に記

載された極圧剤は高過重に耐えられる極圧性能に加え、低荷重で長時間耐え

られる極圧性能も持つが、摩擦摩耗低減効果を有しておらず、市場からは低



荷重で長時間耐 え られ る極圧性能 に加 え、摩擦摩耗低減効果 も同時 に発揮 す

る安全性 の高い添加剤 が望 まれていた。

先行技術文献

特許文献

[0008] 特許文献 1 ：特 開平 1 — 2 8 7 1 9 6 号公報

特許文献2 ：特 開 2 0 0 2 _ 0 1 8 8 号公報

特許文献3 ：特 開 2 0 0 5 _ 3 2 5 2 4 1 号公報

特許文献4 ：特願 2 0 1 0 _ 1 8 2 2 5 6 号

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0009] 従 って、本発明が解決 しょうとする課題 は、潤滑の用途 において、金属元

素 を含有 する既存 の極圧剤 と同等の極圧性能 を持ち、更 に摩擦低減効果 を持

つ本質的に金属元素等 を含 まない安全性 の高い潤滑油用添加剤 と しての摩擦

摩耗低減剤 を提供 することにある。

課題 を解決するための手段

[001 0] そ こで本発明者等 は鋭意検討 し、金属元素等 を含 まずに高い極圧性 を持ち

、摩擦摩耗低減効果 を発揮 する添加剤 を見出 し、本発明に至 った。即 ち、本

発明は、下記の一般式 （1 ) で表 され るアル キル ァク リレー 卜 （a ) 及び下

記の一般式 （2 ) で表 され る ヒ ドロキシアル キル ァク リレー 卜 （b ) を必須

の構成単量体 と し、 （a ) と （b ) の構成比が （a ) / ( b ) = 5 0 / 5 0

9 0 / 0 ( モ ル 比）であ り、重量平均分子量が 2 0 0 0 ~ 4 0 0 0 0 未

満である共重合体 （A ) か らなることを特徴 とする潤滑油用摩擦摩耗低減剤

である。

[001 1] [ 化 1]

CH=CH

C— 0— R1 (1)
I I
0

[001 2] (式 中、 R 1は炭素数 1 0 ~ 1 8 の アル キル基 を表 す。）



[001 3] [ 化2]

CH=CH
2

C— 0— — OH (2)

0

[0014] (式中、 R 2は炭素数 2 ~ 4 のアルキレン基を表す。）

発明の効果

[001 5] 本発明の効果は、潤滑剤の用途において、既存の金属元素等を含有する極

圧剤と同等の性能を持ち、更に摩擦摩耗低減効果を発揮する、本質的に金属

元素を含まない安全性の高い添加剤、具体的には、炭素、水素および酸素の

3 つの元素からなる潤滑油用摩擦摩耗低減剤を提供 したことにある。

発明を実施するための形態

[001 6] 本発明に使用できるアルキルァクリレー 卜 （a ) は、炭素数 1 0 ~ 1 8 の

アルキル基を有するアルキルァクリレー 卜とであり、下記の一般式 （1 ) で

表すことができる。

[001 7] [ 化3]

CH=CH

C— 0— R1 (1)
I I
0

[001 8] (式中、 R 1は炭素数 1 0 ~ 1 8 のアルキル基を表す。）

[001 9] 上記一般式 （1 ) の R 1としては、例えば、デシル基、ゥンデシル基、 ドデ

シル基、 トリデシル基、テ トラデシル基、ペンタデシル基、へキサデシル基

、ヘプタデシル基、才クタデシル基等の直鎖アルキル基 ；分岐デシル基、分

岐ゥンデシル基、分岐 ドデシル基、分岐 トリデシル基、分岐テ トラデシル基

、分岐ペンタデシル基、分岐へキサデシル基、分岐へプタデシル基、分岐才

クタデシル基等の分岐アルキル基等が挙げられる。これらの中でも、潤滑基

油への溶解性と極圧性のバランスから、炭素数 1 0 ~ 1 6 のアルキル基が好

ましく、 1 0 ~ 1 4 のアルキル基がより好ましく、 1 0 ~ 1 4 の直鎖アルキ

ル基が更に好ましい。



[0020] 本発明に使用できるヒ ドロキシアルキルァクリレー 卜 （b ) は、炭素数 2

~ 4 のアルキ レン基を有するヒ ドロキシアルキ レンァクリレー 卜であ り、下

記の一般式 （2 ) で表すことができる。

[0021 ] [ 化4]

CH=CH
2

C— 0— — OH (2)

0

[0022] (式中、 R 2は炭素数 2 ~ 4 のアルキ レン基を表す。）

[0023] 上記一般式 （2 ) の R 2としては、例えば、エチ レン基、 プロピレン基、 プ

チ レン基、メチルエチ レン基、メチルプロピレン基、ジメチルエチ レン基等

が挙げられる。 これ らの中でも安価に製造できることか ら炭素数 2 ~ 3 のァ

ルキ レン基が好ま しく、エチ レン基がより好ま しい。

[0024] 上記のモ ノマ一 （a ) と （b ) とを共重合することにより共重合体 （A )

を得ることができる。共重合体 （A ) の重合形態は特に規定されるものでは

な く、 プロック共重合、ランダム共重合、あるいはプロック ランダム共重

合のいずれでもよい。 これ らの中でも、重合反応が容易なことか らランダム

共重合が好ま しい。モ ノマ一 （a ) と （b ) の反応割合は、得 られる共重合

体の極圧性能及び基油への溶解性に大きく影響するため、 （a ) と （b ) の

反応比が （a ) / ( b ) = 5 0 / 5 0 9 0 / 0 (モル比）であることが

必要であ り、好ま しくは （a ) / ( b ) = 5 5 / 4 5 8 5 / 5 ( モル比

) 、より好ま しくは （a ) / ( b ) = 6 0 / 4 0 8 0 / 2 0 ( モル比）で

ある。モノマ一 （a ) の割合が （a ) / ( b ) = 9 0 / 1 0 (モル比）より

多 くなると良好な極圧性能が得 られず、モ ノマー （b ) の割合が （a ) / (

b ) = 5 0 / 5 0 ( モル比）より多 くなると基油への溶解性が悪化 して沈殿

や濁 り等の問題が生 じる。

[0025] モ ノマ一 （a ) と （b ) とを共重合することにより得 られる共重合体 （A

) は、重量平均分子量が 2 0 0 0 ~ 4 0 0 0 0 未満であることが必要である

が、極圧効果 と摩擦摩耗低減効果のバランスを考慮すると、重量平均分子量



は 5 0 0 0 ~ 3 0 0 0 0 が好 ま しく、 1 0 0 0 0 ~ 2 5 0 0 0 が更に好 ま し

し、。重量平均分子量が 2 0 0 0 未満 になると良好な極圧性能や摩擦摩耗低減

効果が得 られない場合や製造が困難な場合があ り、 4 0 0 0 0 以上 になると

、良好な摩擦摩耗低減効果が得 られない場合や基油 に溶解 しない場合がある

。なお重量平均分子量はG P C によ り測定 し、 ス チ レン換算で求めている。

[0026] 本発明の潤滑油用摩擦摩耗低減剤の合成方法は特 に指定されず、公知の方

法であればいずれの方法で合成 してもよい。 こう した方法 と しては、例 えば

、乳化重合、懸濁重合、溶液重合等が挙 げ られるが、本発明の潤滑油用摩擦

摩耗低減剤 は鉱物油や合成油等の基油 に添加 して使用するため、乳化重合や

懸濁重合のように水 を溶媒 と して使用する重合方法 よ り、基油 に溶解する有

機溶剤 を溶媒 と して使用する溶液重合が好 ま しい。乳化重合や懸濁重合で合

成すると、合成終 了後 に水 を除去する工程が必要 になるが、溶液重合の場合

は使用 した溶媒 を除去せずに、溶媒入 りの本発明品をそのまま基油 に添加す

ることが可能である。 また溶液重合の場合、重合が終 了 した系に更に溶媒 を

加えて製品化 してもよ く、溶媒の一部あるいは全部 を除去 して製品化 しても

よい。

[0027] 溶液重合の具体的な方法 と しては、例 えば、溶媒 にモ ノマ 一 （a ) 及びモ

ノマ一 （b ) を全体のモ ノマ 一分が 5 ~ 8 0 質量％になるように反応器 に仕

込んだ後、 8 0 ~ 1 2 0 °C程度 に昇温 し、 モ ノマ 一全量 に対 して 0 . 1 ~ 1

0 モル ％の量の開始剤 を一括あるいは分割 して添加 し、 1 ~ 2 0 時間ほど攪

拌 して重量平均分子量が 2 0 0 0 4 0 0 0 0 未満 になるように反応 させれ

ばよい。 また、 モ ノマ ー と触媒 を一括 して仕込んでか ら 8 0 ~ 1 2 0 °Cに昇

温 し、 1 ~ 2 0 時間ほど攪拌 して重量平均分子量が 2 0 0 0 4 0 0 0 0 未

満 になるように反応 させてもよい。

[0028] 使用で きる溶媒 と しては、例 えば、 メタノール、エタノール、 プロパ ノ一

ル、 プタノ一ル等のアル コール類 ；ベ ンゼ ン、 トルエ ン、 キシ レン、へキサ

ン等の炭化水素類 ；酢酸ェチル、酢酸 プチル、酢酸 イソプチル等のエステル

類 ；アセ トン、 メチルェチルケ トン、 メチルイソプチルケ トン等のケ トン類



；メ トキシプタノ一ル、 エ トキシプタノ一ル、 エチ レング リコール モ ノメチ

ル ェ 一 テ ル 、 エ チ レン グ リコ一 ル ジ メ チ ル ェ 一 テ ル 、 エ チ レン グ リコ一 ル モ

ノプチルェ一テル、 プロピレング リコール モ ノメチルエーテル、 プロピレン

ダ リコール ジメチルェ一テル、 プロピレンダ リコール モ ノプチルェ一テル、

ジ才キサ ン等のエーテル類 ；パ ラフィン系鉱油、 ナ フテ ン系鉱油あるいは こ

れ らを水素化精製、溶剤脱れ き、溶剤抽 出、溶剤脱 ろう、水添脱 ろう、接触

脱 ろう、水素化分解、 アル カ リ蒸留、硫酸洗浄、 白土処理等の精製 した精製

鉱油等の鉱物油 ；ポ リ_ —才 レフ ィ ン、 エチ レン一 —才 レフィン共重合

体、 ポ リプテ ン、 アル キルベ ンゼ ン、 アル キルナ フタ レン、 ポ リフエニルェ

—テル、 アル キル置換 ジフエ二ルェ一テル、 ポ リオ一ルエステル、二塩基酸

エ ス テ ル 、 ヒ ンダー ドエ ス テ ル 、 モ ノエ ス テ ル 、 G T L (Gas t o L i qu i ds)

等 の合成油及び これ らの混合物 が挙 げ られ る。

[0029] 使 用で きる開始剤 と しては、例 えば、 2 ， 2 ' —ァゾ ビス （2 _ メチル プロ

ピオ二 トリル）、 2 ， 2 ' —ァゾ ビス （2 —アミジ ノプロパ ン）二塩酸塩、 2

， 2 ' —ァゾ ビス一 （N ， N — ジメチ レンイソプチル アミジ ン）二塩酸塩、 1

， ' —ァゾ ビス （シクロへ キシル — 1 —カルボ二 卜リル）等のァゾ系開始剤

、過酸化水素及び過酸化べ ンゾィル、 t —プチル ヒ ドロパ一才キシ ド、 クメ

ンヒ ドロパ一才キシ ド、 メチルェチルケ トンパ一才キシ ド、過安息香酸等の

有機過酸化物、過硫酸 ナ トリウム、過硫酸 カ リウム、過硫酸 アンモニ ゥ厶等

の過硫酸塩、過酸化水素 _ F e 3+等の レ ドックス開始剤、 その他既存 のラジ力

ル開始剤 を使用 してもよい。

[0030] 本発明の潤滑油用摩擦摩耗低減剤 は重量平均分子量が 2 0 0 0 4 0 0 0

0 未満でなければな らないが、重合反応 において分子量 を小 さ くすることは

難 しく、通常の重合反応 を行 うと4 0 0 0 0 以上の分子量 にな りやすい。反

応温度や開始剤量 を制御 することで、所定の分子量の重合体 を製造すること

は可能であるが、製造が容易であることか ら、連鎖移動定数 の高い溶媒 を使

用 して重合する方法や連鎖移動剤 を添加 して重合する方法、 あるいは連鎖移

動定数 の高い溶媒 と連鎖移動剤 を併用する方法で重合することが好 ま しい。



これ らの方法を使用することで、分子量の低い重合体を容易に製造すること

ができる。

[0031 ] 連鎖移動定数の高い溶媒 と しては、例えば、エタノール、 プロパ ノ一ル、

イソプロパ ノール、 プタノ一ル、イソプタノ一ル、 トルエン、ェチルベ ンゼ

ン、イソプロピルベ ンゼン、 アセ トン、 メチルェチルケ トン、 クロ口ホルム

、四塩化炭素等が挙げられる。

[0032] 連鎖移動剤 と しては、例えば、 メルカプ トエタノール、チ才グ リセロール

、チ才グ リコール酸、 3 _ メルカプ トプロピオ ン酸、チ才 リンゴ酸、 2 —メ

ルカプ トエタンスルホン酸、 ブタンチ才一ル、オクタンチ才一ル、デカンチ

オール、 ドデカンチオール、へキサデカンチオール、才クタデカンチオール

、シクロへキシルメルカプタン、チ才フエノール、チ才グ リコ一ル酸才クチ

ル、 3 _ メルカプ トプロピオ ン酸才クチル等のチ才一ル系化合物 ；イソプロ

ピルアル コール等の 2 級アル コール ；亜 リン酸、次亜 リン酸およびその塩 （

次亜 リン酸ナ トリウム、次亜 リン酸 カ リウム等）、亜硫酸、亜硫酸水素、亜

ニチオ ン酸、 メタ重亜硫酸およびその塩 （亜硫酸ナ トリウム、亜硫酸水素ナ

トリウム、亜ニチオ ン酸ナ トリウム、 メタ重亜硫酸ナ トリウムなど）等の低

級チ才酸化物およびその塩等が挙げられる。

[0033] 共重合体 （A ) は、 モ ノマ一 （a ) 及び （b ) 以外に、本発明の効果を阻

害 しない範囲内で更に他のモ ノマ 一 を共重合させることができる。他のモ ノ

マ 一の重合方法は特 に指定されず、 モ ノマ一 （a ) と （b ) の重合後 に他の

モ ノマ 一 を共重合させても、 モ ノマ 一 （a ) と （b ) と共に他のモ ノマ 一 を

共重合させてもよい。当該他のモノマ一と しては、二重結合を有するモノマ

—であればいずれのモノマ一でもよ く、例えば、スチ レン、 ビニル トルエン

、 , 4 _ ジメチルスチ レン、 4 —ェチルスチ レン、 2 —ビニルナフタ レン

等の芳香族系 ビニルモ ノマ一 ；酢酸 ビニル、 プロイオ ン酸 ビニル、オクタン

酸 ビニル、 メチル ビ二ルェ一テル、ェチル ビ二ルェ一テル、 2 —ェチルへキ

シル ビ二ルェ一テル等の脂肪族系 ビニルモノマ一 ；塩化 ビニル、臭化 ビニル

、塩化 ビニ リデ ン、塩化ァ リル、ジクロロスチ レン等のハ ロゲン系 ビニルモ



ノマ一 ；アクリル酸メチル、アクリル酸ェチル、アクリル酸プロピル、ァク

リル酸プチル、アクリル酸ペンチル、アクリル酸へキシル、アクリル酸ヘプ

チル、アクリル酸才クチル、アクリル酸 2 —ェチルへキシル、アクリル酸ノ

ニル等のアクリル酸エステル ；ァリルアミン、アクリル酸アミノエチル、ァ

クリル酸ァミノプロピル、アクリル酸アミノブチル、アクリル酸メチルアミ

ノエチル、 2 —ジフエニルァミンアクリルアミ ド、アクリル酸ジメチルアミ

ノメチル、ジメチルァミノメチルアクリルアミ ド、 N， N —ジメチルァミノ

スチレン、 4 —ビニルスチレン、 N — ビニルピロリドン等のアミノ基含有モ

ノマ一等が挙げられる。これらの中でもァクリル基を有するモノマーが好ま

しく、アクリル酸プチル、アクリル酸ペンチル、アクリル酸へキシル、ァク

リル酸へプチル、アクリル酸才クチル、アクリル酸 2 _ ェチルへキシルがよ

り好ましい。

[0034] アクリル基に近似する構造としてメタクリル基があるが、メタクリル基を

有するモノマ一を使用すると基油への溶解性が悪化する場合がある。また、

得 られる共重合体において、これらの他のモノマ一の含有量が多いと極圧性

能を発揮 しない場合や、基油への溶解性が不良になる場合があるため、得 ら

れる共重合体中のこれら他のモノマ一の含有量は3 0 質量％以下が好ましく

、 2 0 質量％以下がより好ましく、 1 0 質量％以下が更に好ましく、実質含

有 しないことが最も好ましい。なお、モノマ一 （a ) 及びモノマ一 （b ) は

ァクリル基を有するが、この基がメタクリル基であると本発明の効果は得 ら

れず、例えば、アルキルメタクリレ一 卜ゃヒドロキシアルキレンメタクリレ

— 卜を使用 して製造 した共重合体は、高い極圧性能を得ることができない。

[0035] 本発明の潤滑油組成物とは、基油に本発明の潤滑油用摩擦摩耗低減剤を添

加 したものである。使用できる基油としては、例えば、パラフィン系鉱油、

ナフテン系鉱油あるいはこれらを水素化精製、溶剤脱れき、溶剤抽出、溶剤

脱ろう、水添脱ろう、接触脱ろう、水素化分解、アルカリ蒸留、硫酸洗浄、

白土処理等の精製 した精製鉱油等の鉱物油 ；ポリ_ —才レフィン、ェチレ

ン— —才レフィン共重合体、ポリプテン、アルキルベンゼン、アルキルナ



フ タ レ ン、 ポ リフ エ 二 ル ェ 一 テ ル 、 アル キ ル 置換 ジ フ エ 二 ル ェ 一 テ ル 、 ポ リ

オ ー ル エ ス テ ル 、 二 塩基酸 エ ス テ ル 、 ヒ ン ダー ドエ ス テ ル 、 モ ノエ ス テ ル 、

G T L (Gas t o L i qu i ds) 等 の合成油、 あ るいは鉱物油 と合成油 の混合油 を

挙 げる ことがで きる。

[0036] 本発 明の潤滑油組成物 における本発 明の潤滑油用摩擦摩耗低減剤 の添加量

は特 に規 定 されないが、潤滑油組成物全量 に対 して、 0 . 1 ~ 5 0 質量％ に

な るよ うに添加 す るのが好 ま しく、 1 ~ 3 0 質量％が よ り好 ま しく、 3 ~ 2

0 質量％が更 に好 ま しい。 0 . 1 質量％未満 では極 圧性能 が得 られない場合

があ り、 5 0 質量％ を超 える と基油 に完全 に溶解 しない場合や添加量 に見合

う効果 が得 られない場合 があ る。

[0037] 更 に、本発 明の潤滑油組成物 は、 公知 の潤滑油添加剤 の添加 を拒 む もので

はな く、使 用 目的 に応 じて、酸化 防止剤、摩擦低減剤、油性 向上剤、清浄剤

、分散剤、粘度指数 向上剤、流動点降下剤、 防錡剤、腐食 防止剤、消泡剤 な

どを本発 明の効果 を損 なわない範 囲で添加 して もよい。

[0038] 酸化 防止剤 と しては、例 えば、 2 ， 6 — ジ一 タ一 シ ャ リプチル フエ ノー ル

(以 下 、 タ 一 シ ャ リプ チ ル を t — プ チ ル と略 記 す る。 ） 、 2 ， 6 — ジ _ t _

プチル _ p _ ク レゾ一ル、 2 ， 6 _ ジ一 t — プチル一 4 _ メチル フエノ一ル

、 , 6 — ジ_ t — プチル一 4 _ ェ チル フエノール、 2 ， 4 — ジメチル一 6

_ t — プ チ ル フ エ ノー ル 、 4 ， 4 ' — メ チ レ ン ビス （2 ， 6 _ ジ _ _ プ チ

ル フ エ ノー ル ） 、 4 ， 4 ' — ビス （2 ， 6 _ ジ 一 t — プ チ ル フ エ ノー ル ） 、

4 ， 4 ' — ビス （2 —メ チ ル _ 6 _ t — プ チ ル フ エ ノー ル ） 、 2 ， 2 ' — メ

チ レ ン ビス （4 —メ チ ル _ 6 _ t — プ チ ル フ エ ノー ル ） 、 2 ， 2 ' — メ チ レ

ン ビス （4 —ェ チ ル _ 6 _ t — プ チ ル フ エ ノー ル ） 、 4 ， 4 ' — プ チ リデ ン

ビス （3 —メ チ ル _ 6 _ t — プ チ ル フ エ ノー ル ） 、 4 ， 4 ' — イ ソ プ ロ ピ リ

デ ン ビス （2 ， 6 _ ジ 一 t — プ チ ル フ エ ノー ル ） 、 2 ， 2 ' — メ チ レ ン ビス

( 4 —メ チ ル _ 6 — シ ク ロへ キ シ ル フ エ ノ一 ル ） 、 2 ， 2 ' — メ チ レ ン ビス

( 4 —メ チ ル _ 6 _ ノ ニ ル フ エ ノー ル ） 、 2 ， 2 ' — イ ソ プチ リデ ン ビス （

4 ， 6 — ジ メ チ ル フ エ ノー ル ） 、 2 ， 6 _ ビス （2 ， 一 ヒ ドロ キ シ 一 3 ' -



t — プチル一 5 ' — メチルペ ンジル）_ 4 _ メチル フエノール、 3 _ t —プ

チル _ 4 — ヒ ドロキシァニソ一ル、 2 _ t — プチル一 4 — ヒ ドロキシァニソ

—ル、 3 _ ( 4 — ヒ ドロキシ _ 3 ， 5 _ ジ一 t —プチル フエニル） プロピオ

ン酸才 クチル、 3 — ( 4 — ヒ ドロキシ一 3 ， 5 —ジ一 t — プチル フエニル）

プロピオ ン酸 ステア リル、 3 — ( 4 — ヒ ドロキシ— 3 ， 5 —ジ— t —プチル

フエニル） プロピオ ン酸才 レイル、 3 — ( 4 — ヒ ドロキシ一 3 ， 5 —ジ一 t

—プチル フエニル） プロピオ ン酸 ドデシル、 3 _ ( 4 — ヒ ドロキシ _ 3 ， 5

—ジ— t —プチル フエニル） プロピオ ン酸デシル、テ トラキス { 3 _ ( 4 -

ヒ ドロキシ一 3 ， 5 _ ジ一 t —プチル フエニル） プロピオニル才キシメチル

} メタン、 3 _ ( 4 — ヒ ドロキシ _ 3 ， 5 _ ジ一 t —プチル フエニル） プロ

ピオ ン酸 グ リセ リンモノエステル、 3 — ( 4 — ヒ ドロキシ一 3 ， 5 —ジ一 t

—プチル フエ二ル） プロピオ ン酉愛とダ リセ リンモノ才 レイルェ一テル とのェ

ステル、 3 _ ( 4 — ヒ ドロキシ _ 3 ， 5 _ ジ一 t —プチル フエ二ル） プロピ

オ ン酸 プチ レング リコ一ルジェステル、 3 — ( 4 — ヒ ドロキシ一 3 ， 5 —ジ

_ t —プチル フエニル） プロピオ ン酸チ才ジグ リコ一ルジェステル、 4 ， 4

' —チ才 ビス （3 — メチル _ 6 _ t — プチル フエノール）、 4 ， 4 ' —チ才

ビス （2 — メチル _ 6 _ t —プチル フエノール）、 2 ， 2 ' —チ才 ビス （4

— メチル _ 6 _ t —プチル フエノ一ル）、 2 ， 6 _ ジ一 t — プチル一 —ジ

メチル ァミノ一 Ρ — ク レゾ一ル、 2 ， 6 _ ジ一 t — プチル _ 4 _ ( N ， N '

— ジメチル ァミノメチル フエノール）、 ビス （3 ， 5 _ ジ一 t — プチル一 4

— ヒ ドロキシベ ンジル）サル ファイ ド、 卜リス { ( 3 ， 5 _ ジ一 t —プチル

_ 4 — ヒ ドロキシフエニル） プロピオニル一才キシェチル } イソシァヌレ一

卜、 卜リス （3 ， 5 _ ジ一 t — プチル一 4 — ヒ ドロキシフエニル）イソシァ

ヌレ一 卜、 1 ， 3 ， 5 _ 卜リス （3 ， 5 _ ジ一 t —プチル一 4 — ヒ ドロキシ

ベ ンジル）イソシァヌレ一 卜、 ビス { 2 _ メチル _ 4 _ ( 3 _ n — アルキル

チ才 プロピオニル才キシ）_ 5 _ t — プチル フエ二ル } サル ファイ ド、 1 ，

3 ， 5 _ 卜リス （4 _ t —プチル 一 3 — ヒ ドロキシ_ 2 ， 6 —ジメチルベ ン

ジル）イソシァヌレ一 卜、テ トラフタロイル一ジ （2 ， 6 —ジメチル一 4 _



t —プチル 一 3 — ヒ ドロキシベ ンジルサル ファイ ド）、 6 _ ( 4 — ヒ ドロキ

シ一 3 ， 5 _ ジ一 t —プチル ァニ リノ）_ 2 ， 4 _ ビス （才 クチルチオ）一

1 ， 3 ， 5 _ 卜リアジン、 2 ， 2 _ チ才一 {ジェチル一 ビス_ 3 _ ( 3 ， 5

—ジ一 t — プチル _ 4 — ヒ ドロキシフエニル） } プロビオネ一 卜、 N ， N '

—へキサメチ レンビス （3 ， 5 _ ジ一 t —プチル 一 4 — ヒ ドロキシ一 ヒ ドロ

シナ ミ ド）、 3 ， 5 _ ジ一 t — プチル一 4 — ヒ ドロキシ一ベ ンジル一 リン酸

ジエステル、 ビス （3 — メチル _ 4 — ヒ ドロキシ_ 5 _ t —プチルペ ンジル

) サル フアイ ド、 3 ， 9 _ ビス 〔1 ， 1 —ジメチル 一 2 _ { β - ( 3 - t -

プチル 一 4 — ヒ ドロキシ一 5 _ メチル フエニル） プロピオ二ル才キシ} ェチ

ル〕 _ 2 ， 4 ， 8 ， 1 0 —テ 卜ラオキサス ピロ [ 5 ， 5 ] ゥンデカン、 1 ，

1 ， 3 _ 卜リス （2 _ メチル _ 4 — ヒ ドロキシ _ 5 _ t — プチル フエ二ル）

ブタン、 1 ， 3 ， 5 — 卜リメチル 一 2 ， 4 ， 6 — 卜リス （3 ， 5 —ジ一 t —

プチル 一 4 — ヒ ドロキシベ ンジル）ベ ンゼ ン、 ビス { 3 ， 3 ' — ビス一 （4

' — ヒ ドロキシ一 3 ' _ t —プチル フエ二ル） プチ リックアシ ッ ド} グ リコ

—ルエステル等のフエノール系酸化防止剤 ；1 _ ナ フチル ァミン、 フエニル

_ 1 _ ナ フチル ァミン、 p —才 クチル フエニル _ 1 _ ナ フチル ァミン、 p —

ノニル フエニル一 1 —ナフチル ァミン、 p _ ドデシル フェニル一 1 —ナフチ

ル ァミン、 フエニル一 2 _ ナ フチル ァミン等のナフチル ァミン系酸化防止剤

；N , N ' — ジイソプロピル _ p — フエ二 レンジァミン、 N ， N ' — ジイソ

プチル一 p — フエ二 レンジァミン、 N ， N ' — ジフエニル _ p — フエ二 レン

ジァミン、 N ， N ' — ジ_ —ナフチル _ p — フエ二 レンジァミン、 N — フ

ェニル _ Ν ' ソプロピル _ Ρ — フエ二 レンジァミン、 N —シクロへキシ

ル一 N ' — フエニル _ p — フエ二 レンジァミン、 N _ 1 ， 3 —ジメチル プチ

ル一 N ' — フエニル _ p — フエ二 レンジァミン、 ジ才 クチル一 p — フエニ レ

ンジァミン、 フエニルへキシル _ p — フエ二 レンジァミン、 フエニル才 クチ

ル一 p — フエ二 レンジァミン等のフエ二 レンジァミン系酸化防止剤 ；ジ ピリ

ジル ァミン、 ジフエ二ル ァミン、 p ， ' — ジ一 n — プチルジフエニル アミ

ン、 p ， ' — ジ一 t — プチルジフエニル ァミン、 p ， ' — ジ一 t —ペ ン



チルジフエニルァミン、 p ， ' —ジ才クチルジフエニルァミン、 p ， '

—ジノニルジフエニルァミン、 p ， ' —ジデシルジフエニルァミン、 p ，

' —ジ ドデシルジフエニルァミン、 p ， ' —ジスチ リルジフエニルアミ

ン、 p ， ' —ジメ トキシジフエニルァミン、 4 ， 4 ' — ビス （4 _ ，

—ジメチルベ ンゾィル）ジフエ二ルァミン、 p _ イソプロポキシジフエニル

ァミン、ジ ピリジルァミン等のジフエニルァミン系酸化防止剤 ；フエノチア

ジン、 N —メチル フエノチアジン、 N —ェチル フエノチアジン、 3 ， 7 —ジ

才クチル フエノチアジン、 フエノチアジンカルボン酸エステル、 フエノセ レ

ナジン等のフエノチアジン系酸化防止剤 ；亜鉛ジチ才ホスフエ一 卜が挙げら

れる。 これ ら酸化防止剤の好ま しい配合量は、基油に対 して 0 . 0 1 ~ 5 質

量 0/ 0、より好ま しくは 0 . 0 5 ~ 4 質量 0/ 0である。

[0039] 摩擦低減剤 と しては、例えば、硫化才キシモ リプデ ンジチ才力ルバメ一 卜

、硫化才キシモ リプデ ンジチ才 フ ォス フエ一 卜等の有機 モ リプデ ン化合物が

挙げられる。 これ ら摩擦低減剤の好ま しい配合量は、基油に対 してモ リプデ

ン含量で 3 0 2 0 0 0 質量 p p m、 より好ま しくは 5 0 ~ 1 0 0 0 質量 p

p mである。

[0040] 油性向上剤 と しては、例えば、才 レイルアル コール、ステア リルアル コ一

ル等の高級アル コール類 ；才 レイン酸、ステア リン酸等の脂肪酸類 ；才 レイ

ル グ リセ リンエステル、ステア リル グ リセ リンエステル、 ラウ リル グ リセ リ

ンエステル等のエステル類 ；ラウ リルアミ ド、才 レイルアミ ド、ステア リル

アミ ド等のアミ ド類 ；ラウ リルァミン、才 レイルァミン、ステア リルアミン

等のアミン類 ；ラウ リル ダ リセ リンェ一テル、才 レイル グ リセ リンェ一テル

等のエーテル類が挙げられる。 これ ら油性向上剤の好ま しい配合量は、基油

に対 して 0 . 1 ~ 5 質量％、 より好ま しくは 0 . 2 ~ 3 質量％である。

[0041 ] 清浄剤 と しては、例えば、 カルシウム、マグネシウム、ノく' リウ厶などのス

ル フ才ネ一 卜、 フエネ一 卜、サ リシ レ一 卜、 フォスフエ一 卜及び これ らの過

塩基性塩が挙げられる。 これ らの中でも過塩基性塩が好ま しく、過塩基性塩

の中でも T B N ( 卜一タルべ一シックナンバー）が 3 0 ~ 5 0 0 m g K O H



/ g のものがよ り好 ま しい。更に、 リン及び硫黄原子のないサ リシ レ一 卜系

の清浄剤が好 ま しい。 これ らの清浄剤の好 ま しい配合量は、基油 に対 して 0

. 5 0 質量 0/ 0、よ り好 ま しくは 1 ~ 8 質量％である。

[0042] 分散剤 と しては、例 えば、重量平均分子量約 5 0 0 ~ 3 0 0 0 のアルキル

基 またはアルケニル基が付加 されたコハ ク酸 イミ ド、 コハ ク酸エステル、ベ

ンジル アミン又はこれ らのホウ素変性物等が挙 げ られる。 これ らの分散剤の

好 ま しい配合量は、基油 に対 して 0 . 5 ~ 1 0 質量％、 よ り好 ま しくは 1 ~

8 質量％である。

[0043] 粘度指数向上剤 と しては、例 えば、ポ リ （C 1 ~ 1 8 ) アルキル （メタ）

ァク リレ一 卜、 （C 1 ~ 1 8 ) アルキル ァク リレ一 卜/ ( C ~ 8 ) アル

キル （メタ）ァク リレー 卜共重合体、 ジェチル アミノエチル （メタ）ァク リ

レ一 卜/ ( C ~ 8 ) アルキル （メタ）ァク リレ一 卜共重合体、エチ レン

/ ( C ~ 8 ) アルキル （メタ）ァク リレー 卜共重合体、ポ リイソプチ レ

ン、ポ リアルキルスチ レン、エチ レン/ プロピレン共重合体、 スチ レン/ マ

レイン酸エステル共重合体、 スチ レン/ ィソプ レン水素化共重合体等が挙 げ

られる。あるいは、分散性能 を付与 した分散型 も しくは多機能型粘度指数向

上剤 を用いてもよい。平均分子量は 1 0 ， 0 0 0 ~ 1 ， 5 0 0 ， 0 0 0 程度

である。 これ らの粘度指数向上剤の好 ま しい配合量は、基油 に対 して 0 . 1

~ 2 0 質量％。 よ り好 ま しくは 0 . 3 ~ 1 5 質量％である。なお粘度指数向

上剤 は、 メタク リレ一 卜系の重合体 を使用することが好 ま しい。 ァク リレー

卜系の重合体 と比較 して、粘度指数向上剤 と しての性能が優れているためで

ある。 ァク リレ一 卜系の重合体は粘度指数向上剤 と しての機能 をほとん ど有

していないことが知 られてお り、本発明の摩擦摩耗低減剤 は特定の粘度指数

向上剤 と近似 した構造であるが粘度指数向上剤 と しては機能 しない。

[0044] 流動点降下剤 と しては、例 えば、ポ リアルキル メタク リレー 卜、ポ リアル

キル ァク リレー 卜、ポ リアルキルスチ レン、ポ リビニル アセテー ト等が挙 げ

られ、重量平均分子量は 1 0 0 0 ~ 1 0 0 ， 0 0 0 である。 これ らの流動点

降下剤の好 ま しい配合量は、基油 に対 して 0 . 0 0 5 ~ 3 質量％、 よ り好 ま



しくは0 . 0 1 ~ 2 質量％である。流動点降下剤も粘度指数向上剤と同様に

、メタク リレ一 卜系の重合体が好ましく、本発明の摩擦摩耗低減剤は流動点

降下剤としての機能をほとんど有 していない。

[0045] 防錡剤としては、例えば、亜硝酸ナ トリウム、酸化/ 《ラフィンワックス力

ルシゥ厶塩、酸化パラフィンワックスマグネシウム塩、牛脂脂肪酸アルカリ

金属塩、アルカリ土類金属塩又はアミン塩、アルケニルコハク酸又はアルケ

ニルコハク酸ハ一フェステル （アルケニル基の分子量は 1 0 0 ~ 3 0 0 程度

) 、 ソル ビタンモノエステル、 ノニル フエノールエ トキシ レ一 卜、 ラノ リン

脂肪酸カルシウム塩等が挙げられる。これらの防錡剤の好ましい配合量は、

基油に対 して 0 . 0 1 ~ 3 質量％、より好ましくは0 . 0 2 ~ 2 質量％であ

る。

[0046] 腐食防止剤としては、例えば、ベンゾ 卜リアゾ一ル、ベンゾィミダゾ一ル

、ベンゾチアゾ一ル、ベンゾチアジアゾ一ル、テ トラアルキルチウラムジサ

ルファイ ド等が挙げられる。これら腐食防止剤の好ましい配合量は、基油に

対 してに 0 1 ~ 3 質量％、より好ましくは0 . 0 2 ~ 2 質量0/ 0である。

[0047] 消泡剤としては、例えば、ポリジメチルシリコ一ン、 卜リフル才ロプロピ

ルメチルシリコーン、コロイダルシリカ、ポリアルキルァクリレー 卜、ポリ

アルキルメタクリレ一 卜、アルコールエ トキシ/ プロポキシレ一 卜、脂肪酸

ェ トキシ/ プロポキシレ一 卜、ソルビタン部分脂肪酸エステル等が挙げられ

る。これらの消泡剤の好ましい配合量は、基油に対 して 0 . 0 0 1 ~ 0 . 1

質量0/ 0、 より好ましくは0 . 0 0 1 ~ 0 . 0 1 質量％である。

[0048] 本発明の潤滑油組成物は、潤滑の用途であればいずれにも使用することが

でき、例えば、エンジン油、ギヤ油、タービン油、作動油、難燃性作動液、

冷凍機油、コンプレッサー油、真空ポンプ油、軸受油、絶縁油、 しゅう動面

油、ロック ドリル油、金属加工油、塑性加工油、熱処理油、グリース等の潤

滑油に使用することができる。これらの中でも、エンジン油、軸受油、ダリ

—スに使用することが好ましく、エンジン油に使用することが最も好ましい



実施例

[0049] 以下本発明を実施例により、具体的に説明する。

以下に記載のモ ノマ一 を使用 して試験に使用するポ リマ一を製造 した。

a - ：デシルァクリレー 卜 （一般式 （1 ) において = デシル基）

a - 2 ：ドデシルァクリレー 卜 （一般式 （1 ) において = ドデシル基）

a - 3 ：才クタデシルァクリレー 卜 （一般式 （1 ) において = 才クタデシ

ル基）

a - 4 ：プチルァクリレー 卜 （一般式 （1 ) において R 1 プチル基）

a — 5 ：2 —ェチルへキシルァクリレ一 卜 （一般式 （1 ) において R，= 2 -

ェチルへキシル基）

a - 6 ：ドデシルメタクリレー 卜

a - 7 ：へキサデシルメタクリレー 卜

b - ：2 —ヒ ドロキシェチルァクリレ一 卜 （一般式 （2 ) において R 2= ェ

チ レン基）

b - 2 ：2 —ヒ ドロキシプロピルァクリレ一 卜 （一般式 （2 ) において R 2=

プロピレン基）

b - 3 ：2 —ヒ ドロキシェチルメタクリレ一 卜

b - 4 ：N , N —ジメチルアミノエチルァクリレ一 卜

[0050] G P C は以下の条件で行 った。

G P C 装置 ：セミクロH P L C 7 4 0 0 ( G L サイエンス社製）

カラム ：G P C K F _ 4 0 1 H Q、 G P C K F - 4 0 2 . 5 、 G P C

L F _ 4 0 4 X 2 の 4 本のカラムを直列に接続 して使用。 （いずれも、昭

和電工株式会社製）

検出器 ：G L — 7 4 5 4 ( G L サイエンス社製）

流量 ：0 . 3 m I / 分

サ ンプル濃度 ：0 . 2 質量％ ( T H F 溶液）

サンプル量 ：5 I

カラム温度 ：4 0 °C



分子量はスチ レン標準品と比較 して算出。

[0051 ] < サ ンプル 1 の合成>

温度計、窒素導入管及び攪拌機 を付 した容量 5 O O m I の 4 つ口フラスコ

に、モノマ一 （a ) と して ドデシルァク リレー 卜 （a — 2 ) 4 4 g ( 0 .

6 モル）、モノマ一 （b ) と して 2 —ヒ ドロキシェチルァク リレ一 卜 （b _

1 ) 4 6 g ( 0 . 4 モル）、及び溶媒 と して 2 _ プロパ ノールを 1 9 0 g 仕

込んだ。 フラスコ内を窒素で置換 し、開始剤 と して 2 ， 2 ' —ァゾビス （2 —

メチル プロピオ二 トリル）を 0 . 8 g 添加 した後、攪拌 しなが らゆっくり昇

温 し、 7 5 ~ 8 5 °C の温度で還流させなが ら5 時間反応させてサ ンプル 1 を

得た。サ ンプル 1 のモノマ一比は、モノマ一 （a ) / モノマ一 （b ) = 6 0

/ 4 0 ( モル比）であ り、 G P C で分子量を測定 した結果、 スチ レン換算で

重量平均分子量は 2 2 0 0 0 であった。

[0052] < サ ンプル 2 の合成>

サ ンプル 1 と同様の装置を使用 し、溶媒を 2 _ プロパ ノールか ら2 _ プロ

パ ノール/ ジ才キサ ン= 5 / 5 (質量比）に変えた以外は同様の方法で反応

を行い、モノマ一 （a ) / モノマ一 （b ) = 6 0 / 4 0 (モル比）のサ ンプ

ル 2 を得た。サ ンプル 2 の分子量をG P C で測定 した結果、スチ レン換算で

重量平均分子量は 2 8 0 0 0 であった。

[0053] < サ ンプル 3 の合成>

サ ンプル 1 と同様の装置を使用 し、溶媒を 2 _ プロパ ノールか ら2 _ プロ

パ ノール/ ジ才キサ ン= 1 / 9 (質量比）に変えた以外は同様の方法で反応

を行い、モノマ一 （a ) / モノマ一 （b ) = 6 0 / 4 0 (モル比）のサ ンプ

ル 3 を得た。サ ンプル 3 の分子量をG P C で測定 した結果、スチ レン換算で

重量平均分子量は 4 5 0 0 0 であった。

[0054] < サ ンプル 4 の合成>

サ ンプル 1 と同様の装置を使用 し、溶媒を 2 _ プロパ ノールか らジ才キサ

ンに変えた以外は同様の方法で反応を行い、モノマ一 （a ) / モノマ一 （b

) = 6 0 / 4 0 (モル比）のサ ンプル 4 を得た。サ ンプル 4 の分子量をG P



C で測定 した結果、スチレン換算で重量平均分子量は 2 3 0 0 0 0 であった

[0055] < サンプル 5 の合成>

サンプル 1 と同様の装置を使用 し、溶媒を2 _ プロパノールからジ才キサ

ンに変え、更に連鎖移動剤として ドデカンチオールを、触媒を添加する直前

に 1 g 添加 した以外は同様の方法で反応を行い、モノマ一 （a ) モノマ一

( b ) = 6 0 / 4 0 (モル比）のサンプル 5 を得た。サンプル 5 の分子量を

G P C で測定 した結果、スチレン換算で重量平均分子量は3 8 0 0 0 であつ

た。

[0056] < サンプル 6 ~ 1 8 の合成>

サンプル 1 と同様の装置を使用 し、モノマ一 （a ) とモノマ一 （b ) の種

類や比率を変えた以外は同様の方法で反応を行い、モノマ一 （a ) とモノマ

— ( b ) の種類や比率の違うサンプル 6 ~ 1 8 を得た。サンプル 6 ~ 1 8 の

組成及び分子量をG P C で測定 した結果は表 1 に記 した。

[0057] [表 1]

表 1

[0058] その他のサンプル



サ ンプル 1 9 ：卜リクレジルホスフエ一 卜

サ ンプル 2 0 ：塩素化パラフィン （塩素含量 4 0 質量％)

サ ンプル 2 1 ：グ リセ リンモ ノ才 レイル エ ステル

[0059] なお、上記サ ンプル 1 ~ 2 1 の中で本発明品はサ ンプル 1、 2 、 5 、 7 、

8 、 9 、 1 および 1 2 であ り、他のサ ンプルは比較品となる。

[0060] < 摩擦試験>

上記のサ ンプル 1 ~ 2 1 を、下記の基油に 5 質量％ (添加量は固形物換算

) になるように加熱溶解 させ、 シ ェル 式高速 4 球試験機 を用いて摩擦係数 を

測定 した。具体的な試験方法は、回転数 3 0 0 r m p 、荷重 1 0 k g f 、 4

0 °C の条件で摩擦係数 を測定 した。なお、サ ンプル 4 、 7 及び 1 8 を添加

した基油は加熱することで均一溶液 とな り、室温に戻すと不溶物が析出 した

が、 これ らは均一状態のときにサ ンプ リング してそのまま試験 に用いている

。 また、サ ンプル 6 、 5 及び 1 6 は、基油を 1 0 0 °C まで加熱 しても溶解

しなかったので試験 を実施 していない。

[0061 ] 基油 1 ：動粘度 4 . 2 4 m m 2/ S ( 1 0 0 °C ) 、 1 9 . 6 5 m m 2/ S ( 4 0

°C ) 、粘度指数 = 2 6 の鉱物油

基油 2 : 動粘度 4 . 0 m m 2/ S ( 1 0 0 °C ) 、 1 8 . 4 m m 2/ S ( 4 0 °C )

、粘度指数 = 1 9 の合成油 （ポ リ 才 レフ ィン）

[0062] < 極圧試験>

上記のサ ンプル 1 ~ 2 1 を、摩擦試験で使用 したのと同 じ基油に 1 質量％

(添加量は固形物換算）になるように加熱溶解 させて試験溶液 を作成 し、 S

R V 試験機 （S R V Τ Υ Ρ Ε Ι Ι Ι 0 p t i m ο I 社製）を使用 してテ

ス トピー スの磨耗痕径 を測定 した。試験条件は、試験溶液 1 m I を載せた平

面状のテス トピースの上に、球状のテス トピースを載せ、荷重 1 0 0 N、振

幅 1 m m、振動数 5 0 H z で 6 0 分間往復振動させた後、球状のテス トピ一

スについた磨耗痕の直径 を測定 した。なお、サ ンプル 4 、 7 及び 1 8 を添

加 した基油は加熱することで均一溶液 とな り、室温に戻すと不溶物が析出 し

たが、 これ らは均一状態のときにサ ンプ リング してそのまま試験 に用いてい



る。 また、サ ンプル 6 、 5 及び 1 6 は、基油 を 1 0 0 °C まで加熱 しても溶

解 しなか ったので試験 を実施 していない。

[表 2]

表 2 ：試験結果

摩擦係数 は少な くとも 0 . 1 5 よ り低 くな らないと低摩擦 とはいえないが

、分子量が 4 0 0 0 0 を超 える重合体は、本願 に使用で きるモ ノマ 一 で製造

されたものであ っても摩擦係数 は 0 . 1 5 を下回 らない。一方、 メタク リル

系の重合体は極圧試験の結果で基油の摩耗痕が 0 . 6 3 m m、比較例 5 は 0

. 6 2 m m、比較例 9 は 0 . 6 3 m m、比較例 1 0 は 0 . 6 5 m m であるこ

とか ら、 メタク リル系の重合体は極圧性能がほとん どないか、逆 に悪化 させ

て しまうことが確認で きる。



請求の範囲

下記の一般式 （1 ) で表 されるアルキル ァク リレー 卜 （a ) 及び下

記の一般式 （2 ) で表 される ヒ ドロキシアルキル ァク リレー 卜 （b )

を必須の構成単量体 と し、 （a ) と （b ) の構成比が （a ) / ( b )

= 5 0 / 5 0 9 0 / 0 ( モル比）であ り、重量平均分子量が 2 0

0 0 ~ 4 0 0 0 0 未満である共重合体 （A ) か らなることを特徴 とす

る潤滑油用摩擦摩耗低減剤。

[ 化 5]

CH=CH

C— 0— R1 (1)

0

(式 中、 R 1は炭素数 1 0 ~ 1 8 のアル キル 基 を表す。）

[ 化 6]

CH=CH

C— 0— R— OH (2)

0

(式 中、 R 2は炭素数 2 ~ 4 のアル キ レン基 を表す。）

前記共重合体 （A ) がアルキル ァク リレ一 卜 （a ) および ヒ ドロキ

シアルキル ァク リレー 卜 （b ) か らなる共重合体である、請求項 1 に

記載の潤滑油用摩擦摩耗低減剤。

アル キル ァク リレー 卜 （a ) の R 1が炭素数 1 0 ~ 1 4 のアル キル

基であることを特徴 とする請求項 1 または 2 に記載の潤滑油用摩擦摩

耗低減剤。

基油 と請求項 1 または 2 に記載の潤滑油用摩擦摩耗低減剤 とを含有

する潤滑油組成物であ って、潤滑油組成物全量 に対 して該潤滑油用摩

擦摩耗低減剤 を 0 . 1 ~ 5 0 質量％含有することを特徴 とする潤滑油

組成物。

基油 と請求項 3 に記載の潤滑油用摩擦摩耗低減剤 とを含有する潤滑

油組成物であ って、潤滑油組成物全量 に対 して該潤滑油用摩擦摩耗低



減剤 を 0 . 1 ~ 5 0 質量％含有することを特徴 とする潤滑油組成物 c



INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

I PCT / JP2 0 1 2 / 0 8 2 2 2 5
A . CLASSIFICATION O F SUBJECT MATTER
S e e extra sheet -

According to

B . FIELDS SEARCHED

Minimum documentation searched (classification system followed by classification symbols)
C 1 0M1 4 5 / 1 4 , C 1 0 1 6 9 / 0 4 , C 1 0N2 0 / 0 4 C 1 0N3 0 / 0 , C 1 0N4 0 / 0 0 , C 1 0N4 0 / 0 2
C 1 0N4 0 / 0 4 , C 1 0N4 0 / 0 8 , C 1 0N4 0 / 1 2 , C 1 0N4 0 / 1 6 , C 1 0N4 0 / 2 0 , C 1 0N4 0 / 2 5 ,
C 1 0N4 0 / 3 0 , C 1 0N5 0 / 1 0

Documentation searched other than minimum documentation t o the extent that such documents are included in the fields searched
Jitsuyo Shinan Koho 1922-1 996 Jitsuyo Shinan Toroku Koho 1996-2013
Kokai Jitsuyo Shinan Koho 1971-2013 Toroku Jitsuyo Shinan Koho 1994-2013

Electronic data base consulted during the international search (name o f data base and, where practicable, search terms used)
JSTPlus ( JDream ェェ）

C . DOCUMENTS CONSIDERED T O B E RELEVANT

Category* Citation o f document, with indication, where appropriate, o f the relevant passages Relevant t o claim No.

A Mamoru MORI T A e t a l . " Hakumaku Junkat suka n i
Oke r Kanno k i Donyugata Polyal kylacryl ate
Tenkayu n o Sendan Kyodo , The Japan Petroleum
I nstitute Nenkai Shuki Tai kai Koen Yoshi shu ,
Dai 4 0 Kai Seki y u Sekiyu Kagaku Toronkai
( Kobe ) , 2 5 January 2 0 1 1 ( 2 5 . 0 1 . 2 0 1 1 ) page 1 5 9

P , A J P 2 0 1 2 - 0 4 1 4 0 7 A ( ADEKA Corp . ) , 1 - 5
0 1 March 2 0 1 2 ( 0 1 . 0 3 . 2 0 1 2 ) ,
claims 1 t o 4 ; paragraphs [ 0 0 0 9 ] t o [ 0 0 2 0 ] ,
[ 0 0 4 1 ] t o [ 0 0 4 4 ] , [ 0 0 4 7 ] , (parti cularl y , table
2 , sample 1 6 ； comparative example 9 )
& W〇 2 0 1 2 / 0 2 3 5 4 4 A l

Further documents are listed in the continuation o f Box C . [ ] See patent family annex.

Special categories o f cited documents: "T" later document published after the international filing date or priority
"A" document defining the general state o f the art which i s not considered date and not i n conflict with the application but cited to understand

to b e o f particular relevance the principle or theory underlying Hie invention

"E" earlier application or patent but published on or after the international "X" document o f particular relevance; the claimed invention cannot b e
filing date considered novel o r cannot b e considered t o involve an inventive

"L" document which may throw doubts on priority ciaim(s) o r which i s step when the document i s taken alone

cited t o establish t e publication date o f another citation o r other "Y" document o f particular relevance; the claimed invention cannot b e
special reason (as specified) considered t o involve an inventive step when the document i s

"O" document referring t o an oral disclosure, use, exhibition or other means combined with one or more other such documents, suet combination
"p' ， ddooccuummeenntt ppuubblliisshlieedd pprnioori t o the international filing date but later than being obvious to a person skilled i n the art

the priority date claimed document member o f the same patent family

Date o f the actual completion o f the international search Date o f mailing o f the international search report
2 1 January, 2 0 1 3 ( 2 1 . 0 1 . 1 3 ) 2 9 January , 2 0 1 3 ( 2 9 . 0 1 . 1 3 )

Name and mailing address of the ISA/ Authorized officer
Japane s e Patent Offi c e

Facsimile No. Telephone No.
Form PCT/ISA/210 (second sheet) (July 2009)



INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

PCT / JP2 0 12 / 0 82 2 2 5

C (Continuation). DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

A J P 2 0 06- 5 22 17 6 A (Rohmax Additive s GmbH ) , 1- 5
2 8 September 20 06 (2 8 . 0 9 . 2 00 6 ) ,
claims 1 t o 1 7； paragraphs [ 0 047 ] t o [ 0 053 ] ,
[ 0 0 60 ] t o [ 0 0 63 ] , [ 0 0 79 ] t o [ 0 084 ] , [ 0 0 90 ] ,
[ 0 135 ] , [ 0 13 8 ] t o [ 0 13 9 ] ； exampl e s 2 , 6
& US 20 06 / 0 18 94 90 A & EP 1 60 872 6 A l
& WO 20 04 / 0 87 85 0 A l DE 1 03 14 77 6 A l
& KR 10 - 2 005 - 01 08 42 & CN 1 97 7035 A

A J P 2 0 09- 0 075 62 A (Sanyo Chemi cal I ndu s t rie s , 1- 5
Ltd . ) ,
1 5 January 2 0 09 ( 15 . 0 1 . 2 00 9 ) ,
claims 1 t o 7 ; paragraphs [ 0 00 6 ] , [ 0 00 9 ] ,
[ 0 017 ] t o [ 0 0 19 ] , [ 0 038 ] t o [ 0 03 9 ] , [ 0 05 8 ] t o
[ 0 05 9 ] , [ 0 0 68 ] t o [ 0 0 69 ] ； preparat ion exampl e 2
(Fami l y ： none )

A J P 2 0 01 - 0 4 92 8 4 A (Sanyo Chemi cal I ndu s t rie s , 1- 5
Ltd . ) ,
2 0 February 2 00 1 (2 0 . 02 . 2 0 01 ) ,
claims 1 t o 4 ; paragraphs [ 0 007 ] t o [ 0 008 ] ,
[ 0 012 ] , [ 0 02 9 ] t o [ 0 030 ] ； exampl e s 5 t o 8
(Fami l ： none )

A J P 2 0 10 - 5 35 87 0 A (Evoni k Rohmax Addit ives 1- 5
GmbH ) ,
2 5 November 2 01 0 (25 . 1 . 2 0 10 ) ,
claims 1 t o 2 2 ; paragraphs [ 0 047 ] t o [ 0 05 0 ] ,
[ 0 0 60 ] t o [ 0 0 61 ] , [ 0 0 73 ] , [ 0 080 ]
& US 20 11 / 023 74 73 A l & EP 2 17 63 90 A2
& WO 20 09 / 0 1 9065 A2 & DE 1 02 00 703 685 6 A l
& KR 10 - 2 010- 00 42 2 74 A & CN 1 01 815 77 9 A

A J P 2 0 08 - 133 44 0 A (Sh o a Shel l Sekiyu Kabu s i k i 1- 5
Kai sha ) ,
1 2 June 2 008 (12 . 0 6 . 2 00 8 ) ,
claims 1 t o 1 1； paragraphs [ 0 01 9 ] t o [ 0 02 7 ] ,
[ 0 035 ] , [ 0 05 1 ]
& US 20 10 / 0 0 935 76 A & EP 2 06 67 73 A2
& WO 20 08 / 053 03 3 A2 & CN 1 01535 455 A

A J P 02 - 1 69 694 A (Sumi tomo Metal I ndust r i e s , 1- 5
Ltd . ) ,
2 9 June 1 990 (2 9 . 0 6 . 1 990 ) ,
claim ； age 2 , lowe r right column , l ine 9 t o
page 3 , upper l eft c o lumn , l ine 3
(Fami l y ： none )

A J P 2 0 11 - 0 7 987 1 (Kao Co r p . ) , 1- 5
2 p r l 2 011 (21 . 0 4 . 2 0 11 ) ,
claims 1 t o 8； paragraphs [ 0 011 ] t o [ 0 01 6 ]
(Fami l ： none )

Form PCT/ISA/210 (continuation of second sheet) (July 2009)



INTERNATIONAL SEARCH REPORT International applicationNo.

8 2 2 2 5
Conti nuation o f A . CLAS SI F I CATION OF _SUB JECT _MATTER

(ェnte n a iona_l Patent Cla s s i ficati o n ( I PC ) )

CI 45/2 ( 2 0 0 6 . 0 1 ) i CI 0M1 69/0 (2 0 0 6 . 0 1 ) , CI 0N20/0 ( 2 0 0 . 0 1 ) n
C1 0N3 0/0 6 (2 6 . 1 ) n , C1 0N4 0/0 0 (2 0 0 6 . 0 1 ) n , CI 0N4 0/02 ( 2 0 0 . 0 1 ) ,
C1 0N4 0/0 (2 0 0 6 . 0 1 ) n , C1 0N4 0/0 8 (2 0 0 6 . 0 1 ) n , CI 0N4 0/1 2 ( 2 6 . 1 ) n ,
C1 0N4 0/1 6 (2 6 . 1 ) , C1 0N4 0/20 (2 0 0 6 . 0 1 ) n , CI き 0/25 ( 2 0 0 6 . 0 1 ) n ,
C1 0N4 0/30 (2 0 0 6 . 0 1 ) n , C1 0N50/1 0 (2 0 0 6 . 1 ) n

(According t o International Patent Classification (IPC) or t o both national
classification and IPC)

Form PCT/ISA/210 (extra sheet) (July 2009)



国際調査報告 国際出願番号 P C T J P 2 0 1 2 0 8 2 2 2 5

A . 発明の属す る分野の分類 （国際特許分類 （I P C ) )

IntCl. 特別ページ参照

B . 一調査を行った分野
調査を行った最小限資料 （国際特許分類 （I P C ) )

IntCl. C10M145/14, C10M169/04, C10N20/04, C10N30/06, C10N40/00, C10N40/02, C10N40/04, C10N40/08, C10N40/12
C10N40/16, C10N40/20, C10N40/25, C10N40/30, C10N50/10

最小限資料以外の資料で調査を行った分野に含まれ るもの

本国実用新案公報 1 9 2 2 — 1 9 9 6 年
日本国公開実用新案公報 1 9 7 1 2 0 1 3 年
日本国実用新案登録公報 1 9 9 6 2 0 1 3 年
日本国登録実用新案公報 1 9 9 4 2 0 1 3 年

国際調査で使用 した電子データベース （データベースの名称、調査に使用 した用語)

JSTPlus (JDreaml )

C . 関連す ると認め られ る文献
引用文献の 関連す る
カテゴリー = 引用文献名 及び一部の箇所が関連す るときは、その関連す る箇所の表示 請求項の番号

A 森田守 他，薄膜潤滑下における官能基導入型ポリア ル キ ル アタリ 1-5

レー ト添加油のせん断挙動，石油学会 年会 · 秋季大会講演要旨集
第 40 回石油 ' 石油化学討論会 (神戸）， 0 11. 0 1. 25, 159 頁

P，A JP 20 12-04 1407 A (株式会社 ADEKA) 20 12. 03. 0 1, 1-5
請求項 1-4, [0009] - [0020] , [0041] - [0044] , [0047] ,

(特に、表 2 のサンプル 16，比較例 9)
TO 2012/023544 A1

c欄の続きにも文献が列挙 されている。 パテン トファミリーに関す る別紙 を参照。

* 引用文献 の 日の後に公表 された文献
ΓΑ 」特に関連のある文献ではなく、一般的技術水準を示す け 」国際出願 日又は優先 日後に公表 された文献であつて

もの 出願 と矛盾す るものではなく、発明の原理又は理論
ΓΕ 」国際出願 日前の出願 または特許であるが、国際出願 日 の理解のために引用す るもの

以後に公表 されたもの 「X 」特に関連のある文献であって、当該文献のみで発明
「L 」優先権主張に疑義を提起す る文献又は他の文献の発行 の新規性又は進歩性がない と考えられ るもの

日若 しくは他 の特別 な理 由を確立す るために引用す 「Υ 」特に関連のある文献であって、当該文献 と他の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上の文献 との、当業者 にとって 自明である組合せに

Γθ 」 口頭による開示、使用、展示等に言及す る文献 よって進歩性がない と考えられ るもの
ΓΡ 」国際出願 日前で、かつ優先権の主張の基礎 となる出願 「& 」同一パテン トファミリー文献

国際調査を完了 した 日 国際調査報告の発送 日
2 1 . 0 1 . 2 0 1 3 2 9 . 0 1 . 2 0 1 3

国際調査機 関の名称及びあて先 特許庁審査官 （権限のある職員） 4 V 5 2 8

日本国特許庁 （I S A J Ρ ) 藤代 亮
郵便番号 1 0 0 — 8 9 1 5

東京都千代 田区霞が関三丁 目4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 4 8 3

様式 P C T / I S A 2 1 0 (第 2 ページ） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C T Z J P 2 0 0 8 2 2 2 5

c (続き）. 関連すると認められる文献
引用文献の 関連する
カ テ ゴ リー お 引用文献名 及び一部の箇所が関連するときは、その関連する箇所の表示 請求項の番号

A JP 2006-522176 A ( ローマ ックス アデ ィテ ィ ヴス ゲゼ ゾレシ ャ フ ト 1-5
ミ ッ ト べ シ ュ レン ク テ ノレ ハ フ ッ ン グ）2006. 09. 28，
請求項 1-17, [0047] -[0053] , [0060]- [0063] , [0079] - [0084] ，[0090] ,
[0135] , [0138] —[0139] ，実施例 , 6
& US 2006/0189490 Al & EP 1608726 Al & WO 2004/087850 Al

DE 10314776 Al & KR 10-2005-0108421 A & CN 1977035 A

A JP 2009-007562 A (三洋化成工業株式会社） 009. 01. 15， 1-5
請求項 1-7, [0006] , [0009] , [0017] - [0019] , [0038] - [0039] ,
[0058] - [0059] ， [0068] - [0069] ' 製造例
(フ ア ミリーな し）

A JP 2001-049284 A (三洋化成工業株式会社）2001. 02. 20, 1-5
請求項 1-4, [0007] - [0008] , [0012] , [0029] -[0030] , 実施例 5-8
(フアミリーなし）

A JP 2010-535870 A (ェ ボユ ック ロ ー マ ックス アデ ィテ ィ ヴス ゲゼ 1-5

ノレシ ャ フ ト ミ ッ ト べ シ ュ レ ン ク テ ノレ ハ フ ッ ン グ） 2010. 11. 25，
言青求項 1-22 ， [0047] -[0050] , [0060] - [0061] ， [0073] , [0080]

US 2011/0237473 Al & EP 2176390 A2 & W0 2009/019065 A2
& DE 102007036856 Al & KR 10-2010-0042274 A
& CN 101815779 A

A JP 2008-133440 A (昭和シ ノレ石油株式会社） 2008. 06. 12, 1-5
言青求項 1-11 ， [0019] -[0027] , [0035] , [0051]

US 2010/0093576 Al EP 2066773 A2 W0 2008/053033 A2
& CN 101535455 A

A JP 02-169694 A (住友金属工業株式会社） 1990. 06. 29, 1-5
請求項 1， 頁右下欄 9 行- 3 頁左上欄 3行
(フ ア ミリーな し）

A JP 2011-079871 A (花王株式会社） 0 11. 04. 21, 1-5
請求項 1-8, [0011] -[0016]
(フ ア ミリーな し）

様式P 2 1 0 (第 2 ページの続き） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C T J P 2 0 1 2 / 0 8 2 2 2 5

発明の属する分野の分類
C10M145/14 (2006. 01) i C10M169/04 (2006. 01) ，CIO漏 / 04 (2006· 01)
C10N30/06 (2006. 01) n, C10N40/00 (2006. 01) n, C10N40/02 (2006. 01) n，C10N40/04 (2006. 01) n
C10N40/08 (2006. 01) n, C10N40/12 (2006. 01) n, CIO腸 / 16 (2006· 01) n，C10N40/20 (2006. 01) n
C10N40/25 (2006. 01) n, C10N40/30 (2006. 01) n, C10N50/10 (2006. 01) n

式 P C T / I S A / 2 1 0 (特別ページ） （2 0 0 9 年 7 月）


	abstract
	description
	claims
	wo-search-report
	wo-search-report

